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投稿論文

｢更生保護学｣と医療観察

今福章二法務省保護局精神保健観察企画官

(要約）

医療観察法は，施行以来７年が経過し，係属した精神保健観察対象者数は1,200人以上に上

るが，相当数の者が一般の地域医療福祉サービスへ移行し地域生活を継続している。期間中

の再他害行為も最低限に抑えられているなど，法の目的どおり社会復帰が促進されている状

況がうかがえる。これらは，社会復帰調整官を地域処遇チームの要として，「多機関・多職種

協働チームによるアウトリーチ中心の手厚い支援・見守り｣,｢病状変化を早期に捉え対処する

アプローチ｣,「対象者本人の治療・処遇への主体的な参加｣を中心とする，医療観察法に特徴

的なアプローチが実践されていることによるところが大きい。これら医療観察における先見

的な取組は，保護観察等の更生保護にとっても重要な意義を有している。また，現実問題と

して，更生保護と医療観察の交錯領域は意外と広い。更生保護学会が触媒となり，両者間の

専門性の切瑳琢磨につながることを期待したい。
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①草創期にある医療観察７年の成果

「心神喪失等の状態で重大な他書行為を

行った者の医療及び観察等に関する法律｣(以

下｢医療観察法｣という｡)に基づく制度(以下

｢医療観察制度」という｡)は，平成17年７月の

施行以来7年が経過し，これまでの申立て件

数は2,500件を超え，係属した精神保健観察対

象者数は1200人以上に上る。このうち，精神

保健観察期間中に再び重大な他書行為をして

刑事処分又は医療観察法に基づく入院決定を

受けた者の割合は1％未満．精神保健観察中

の病状悪化等により医療観察法に基づく入院

決定を受けた者は約2％に止まっている。

一方，すでに600人を超える者が精神保健

観察を終了し，ほとんどの者が一般の地域医

療福祉サービスへ移行し地域生活を継続して

いる。精神保健観察の終了の形態には，原則

3年間の期間が満了した場合と保護観察所長

による申立てに基づき裁判所が処遇終了の決

定をした場合があるが，その比率は前者が後

者をわずかに上回る程度である。後者が当初

の想定以上に多いという印象であり．社会復

帰が促進されている状況がうかがえる。

医療観察制度は難産の末に成立し，いろい

ろな意味で逆風の中での船出であった。７年

という年月が過ぎても，体制整備面の課題は

山積している。ｌ県全域を管轄する保護観察

所に配置された社会復帰調整官が2人という
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